
平成30年度予算が成立しました
平成30年度は、本市の極めて厳しい財政状況を踏まえ、一般財源負担を軽減して基金に過度に依存

しない予算編成を達成し、財政調整基金残高を早期に回復することを前提としたうえで、「健康」応援
都市の実現に向けた各種事業の実施や、本市の重要課題に積極的に取り組む予算となっています。
下記一覧の主要な事業をはじめ、子育て・教育環境の充実、市民の健康づくりの支援、災害に強く
快適なまちづくり、地域資源の活用・地域産業の活性化などの事業に取り組んでいきます。
※各予算額は原則として表示単位未満を四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

　一般会計� 698億�923万円
　��（前年度比�4億1,977万円・0.6％減）

　特別会計� 434億5,174万円
　��（前年度比�30億1,753万円・6.5％減）

　合　　計� 1,132億6,097万円　��（前年度比�34億3,730万円・2.9％減）

歳入・歳出の（　）内は「市民1人当たり」の金額です。
※「市民1人当たり」の金額は、平成30年３月１日現在
の本市の人口(20万926人)で計算しています。

歳　入
698億923万円

（市民1人当たり
34万7,438円）

市税
319億868万円

（15万8,808円） 45.7％

市民税などの納めて
いただいた税金

繰入金
18億6,795万円

（9,297円）
2.7％

その他の
自主財源
37億395万円

（1万8,434円）
5.3％

基金（市の貯金）から
繰り入れたお金

保育料、施設の使用料、
ごみ収集手数料など

国庫支出金　
116億1,255万円

（5万7,795円） 16.6％

都支出金
91億8,149万円

（4万5,696円）
13.2％

使い方が定められている
国からの補助金や負担金

地方交付税 
30億5,300万円

（1万5,195円） 4.4％
使い方が定められてい
ない国からの交付金

使い方が定められている東京都
からの補助金や負担金

その他の
依存財源　
43億9,952万円

（2万1,896円）
6.3％
その他の使い方が定め
られていない国や東京
都からの交付金など

自主財源市債
40億8,210万円

（2万316円） 
5.8％

学校整備や都市計画
街路など建設事業な
どのための借入金

323億2,866万円
（16万898円）  46.3％
国や都などの基準や意思決
定に従い収入される財源

依存財源

総務費 ● �第２次総合計画後期基本計画の策定
●�庁舎統合に向けた仮庁舎などの整備

民生費
● �フレイル予防事業の拡充　　
●介護支援ボランティアポイント制度の拡充（介護保険特別会計）
●病児保育施設１施設の整備　●私立認可保育所などの整備
●児童の安全対策のためのベビーセンサーなどの導入促進

衛生費 ● �（仮称）「健康」応援ニュースの発行
●妊娠期からの切れ目のない支援事業の促進

農林費・商工費 ● �農業者の経営改善に向けた都市農業活性化支援の実施
◦�女性の働き方サポート推進事業の拡充

土木費
◦ひばりヶ丘駅周辺のまちづくりの推進
◦民間賃貸住宅入居支援・居住継続支援制度の拡充
◦空き家対策事業の推進　◦民間建築物の耐震化の促進
◦芝久保町四丁目地内雨水対策事業の実施

消防費 ◦�土砂災害警戒区域などの情報を記載したハザードマップの作成

教育費

◦�新入学学用品費の入学前支給の実施
◦�（仮称）第10中学校の整備
◦�スクールサポートスタッフの配置
◦�部活動指導員の配置
◦�オランダオリンピック委員会・スポーツ連合との連携事業の実施

目玉事業はコレだ！平成30年度の

区分 平成30年度予算額 増減率
特別会計 434億5,174万円 △6.5%
国民健康保険特別会計 192億8,541万円 △15.1％
下水道事業特別会計 28億1,540万円 △3.0%
駐車場事業特別会計 1億2,704万円 △3.1％
介護保険特別会計 166億 ��871万円 1.8%
後期高齢者医療特別会計 46億1,519万円 5.1%

【地方消費税交付金】
 増えた分：�消費税５％→８％になったことによる地方

への交付金
� ⇒　平成30年度歳入予算のうち　
� 　　16億4,500万円
 使 い 道：�待機児童対策や介護保険などの社会保障

【個人市民税均等割】
 増えた分：�納税者１人当たり年額500円(平成26～35

年度)
� ⇒　平成30年度歳入予算のうち
� 　　5,014万円
 使 い 道：�消火栓の新設・移設・補修整備、災害時緊

急物資の充実・防災備蓄倉庫の整備などの
防災・災害対策

 �平成30年度予算：24億5,467万円
 使 い 道：�都市計画事業およびこれまでに都市計画事

業を実施するときに借り入れた地方債の償
還など

■平成26年度からご負担いただく税が増えています。
　その内容と増えた分の使い道は次のとおりです。

■都市計画税の使い道は次のとおりです。

■特別会計

  ２面の「総合計画事業」の
 紹介で、さらに市の取組が
分かります！

※一般会計には、補正予算（第１号）の46億3,277万円の減額を含む。

より詳しい内容は、情報公開コーナー（両庁舎1階）・市kにある
『平成30年度予算の概要』でご覧になれます。

工
事
中

さんすう

▶財政課n
　p042－460－9802

歳　出
698億923万円

（市民1人当たり
34万7,438円）

〈民生費〉
児童福祉費
154億3,401万円

（7万6,814円）
22.1％

〈民生費〉
生活保護費
75億9,996万円

（3万7,825円）
10.9％
生活保護のために 377億4,905万円

（18万7,875円）
54.1％

46億3,447万円
（2万3,066円）
6.6％

福祉サービスの
提供のために

子どもの福祉の
ために

ごみ収集や
健康のために

民生費

衛生費

〈民生費〉
社会福祉費
147億1,509万円

（7万3,236円）
21.1％

高齢者や障害者への
福祉サービスやその
ほかの福祉のために

行政運営やコミュ
ニティの推進など
のために

59億8,192万円
（2万9,772円）
8.6％

64億9,184万円
（3万2,310円）
9.3%

35億6,024万円
（1万7,719円）
5.1%

80億2,209万円
（3万9,926円）
   11.5％

工
事
中

9億3,424万円
（4,650円）
1.3%

土木費

公債費

総務費

その他

さんすう

道路や公園などを
整備するために

24億3,539万円
（1万2,121円）
3.5%

消防費

防災対策などの
ために

借入金の返済のために

議会運営や、農商工業
の発展などのために

教育やスポーツの
充実のために

教育費

374億8,058万円
（18万6,539円）  
53.7％
市の権限で
収入できる財源
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平成30年（2018年）４月15日号

主 な 内 容

や さ し さ と ふ れ あ い の 西 東 京 に 暮 ら し、 ま ち を 楽 し む  p042－464－1311
（平日午前８時30分〜午後５時）

市役所
代　表

FM放送「西東京市からのお知らせ（84.2MHz）」放送中！この面の内容は、４月16日㈪・20日㈮・25日㈬の①午後０時45分　②午後８時から放送予定です。

【３面】 障害者福祉サービスの新設　【４・５面】 はなバス第４北ルート運行再開、職員募集　【８面】 ボランティアなど募集


